
https://www.idj.co.jp/


一石二鳥のODA

　単なる引っ越しか、それとも改
革の始まりか。それが問題である。
　国際協力機構（JICA）の国内
事業部（９課）と民間連携事業部
（３課）は２月12日、かつて円
借款執行機関であった海外経済協
力基金の本拠地であった東京・大
手町の竹橋合同ビルへ移転した。
なお、同ビルは国際協力銀行（旧
輸銀）の本拠地でもある。
　JICA事業の中で目下、衆目を
集めているのは国内事業部の動き
のようである。なかでも人づくり
研修の質を高める「大学連携」と
「開発大学院連携」、さらに日本
各地で中小企業の海外展開を支援
する事業への関心は高い。本号で
は、特に国内各地の関心を呼んで
いる中小企業支援事業に焦点を当
てたい。
　筆者の知る限り、特殊法人時代
から旧JICAにおける国内事業部
は、主に日本各地に点在する研修
センター運営に当たるぐらいであ
った。日本各地では、青年海外協

力隊の募集事業が知られていたが、
当時はODA事業の範疇に入って
いなかった。だから日本各地の地
域住民にとって、ODAは遠い存
在であった。
　政府はODAへの国民合意を重
視する。だが、地域社会は長い間、
ODAを身近に感じる状況にはな
かった。だから、JICAという名
前は知っていても、具体的に何を
しているのかよくわからない状況
が続いた。少なくとも地域社会と
の深い絆は存在しなかった。
　ところが、今の国内状況を見る
と、以前に比べ雲泥の差を感じて
ならない。それはなんと言っても
全国展開中の中小企業海外展開支
援によるところが大きい。その達
成件数は現在、700件ほどだと言
うが、日本各地でこの事業を知っ
ている、あるいは関係している中
小企業は何千にも及ぶことだろう。
それをODAの国民合意形成とい
う視点から考えると、その貢献度
は非常に大きい。
　地域社会で一中小企業が海外に
進出するとなると、当該地の役所、

商工会議所、地域銀行などをはじ
め多くの人びとが関与する。
JICA、そしてODAの知名度は好
むと好まざるとにかかわらず上昇
していく。それは美化されがちな
ODA、抽象的なODAではなく、
極めて具体的で、現実的なODA
認識となって、全国に広まる。だ
から、人びとのODAへのイメー
ジが明確に伝えられ、その理解度
は大きく深まる。
　中小企業海外展開支援は、途上
国の工業化の基礎づくりに貢献す
るだけでなく、日本の中小企業の
活性化を図るという意味で、まさ
に一石二鳥の税金効果を発揮する
ODAだと言える。

地域に根づく

　最近ODAと言えば、多くの人
びとは、「インフラ輸出と大企
業」というイメージを抱きがちで
ある。そうした一種の偏見を是正
する意味でも、日本の弱者、中小
企業の海外展開を助け、被援助国
の弱者、中小企業を育てていく中
小企業海外展開支援は時代の要請

だと言える。
　現在、中小企業支援の最高責任
者は、外務省国際協力局長から
JICA副理事長に転じた越川和彦
氏であるが、彼の局長時代に
ODAによる中小企業海外展開支
援事業が始まった。その時、ODA
の役割として中小企業支援が適切
かどうかを問われたことがあった
が、筆者は途上国の発展を支える
中小企業支援事業は立派に援助の
範疇に入ると答えたことを記憶し
ている。つまり、ODA事業が援
助する側とされる側の双方に役立
つWin-Winの関係を築くことが
できれば、それは最高のODAだ
というのが筆者の見解である。理
念だけでは長続きしない。ODA
は長続きしてこそ効果を発揮する
ことができる。
　次に、中小企業海外展開支援を
追った報道の一部を紹介してみた
い。報道は地域の関心度を示すバ
ロメーターでもある。
　2018年１月10日付の日経電子
版によると、長野県の介護・医療
施設を経営する「のぞみグルー
プ」（小諸市）は、ベトナムの首
都ハノイに介護人材を育てる学校
と、介護施設を併設したモデル施
設の開設に向けて、JICAの案件
化調査を実施している。JICAの
普及・実証事業に採用されれば、
ハノイに学校と介護施設を併設し
たモデル施設を21年9月に開く計
画だと言う。
　カンボジアでは、2019年９月
18日付の大分合同新聞によると、
豊後大野市清川町で輪ギクを生産
している「お花屋さんぶんご清

川」が、JICAの中小企業海外展
開支援で苗の生産拠点を設けるた
めの基礎調査を始めている。
　インドでは、2018年12月７日
付の岐阜新聞によると、岐阜多田
精機が金型エンジニアの人材育成
を目指して、JICAの普及・実証
事業（１億5,000万円）を活用し
て、現地の技術系職業訓練機関で
日本の金型技術を育てることにな
った。このように、これまでの漠
然としたODAのイメージが、全
国の地域メディアを通じて、一気
に具体性を帯びて全国各地に浸透
している。

組織内連携への提言

　最後に、JICAに提言したい。
それは、JICA内連携の強化であ
る。「ODA大綱」では“連携”の
必要性を唱えている。それは大き
くは国民参加、市民参加という思
想の下での幅広い連携、そして援
助現場における地方自治体、大学、
企業などとの連携、さらに、援助
組織内の連携も大綱で言う連携思
想に含まれる。ここで問題にする
のは、JICA内での連携である。
その１つは、産業開発・公共政策

部が10年以上も運営する通称
「日本センター」として知られる
「日本人材開発センター」との連
携である。日本センターの所在地
はベトナム、カンボジア、ラオス、
ミャンマー、モンゴルなどのアジ
ア地域に集中している。これらの
国々は、日本の近距離にあり、企
業進出の最適地でもある。
　それに、センターでは現地の経
営者人材の育成に力を入れている
関係で、当該地で経営幹部を目指
す人びとのリストや、彼らが属す
る企業リストも蓄積されているは
ずである。したがって、当該地で
のわが国中小企業の良きパートナ
ー情報も入手可能になるはずだ。
さらに、わが国の中小企業製品技
術のニーズ調査も期待できる。
　さらに、国内事業部内は研修事
業も担当しているので、ちょっと
した中小企業のカウンターパート
の研修も現地で手がけることがで
きるはずである。
　これは、JICA内連携の１つの
例である。組織内連携もできずに
外部との連携ができるはずがない。
今こそ、タテ割りの弊害を排除し
て組織の活性化を図るべきである。
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日本各地でODAの存在感を高める
JICA中小企業海外展開支援
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特集

インフラ偏重からの脱却を
官邸主導の「質の高いインフラ輸出」が開始されて約５年。

国際協力機構（JICA）の円借款は巨額の

インフラプロジェクトに注がれるようになった一方、

社会開発の技術協力は大きな停滞を余儀なくされている。

日本政府は「ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ」（UHC）を国際社会に訴えて

いるが、その内実はどうか。

ODA政策の転換に向けて、有識者から意見をかき集めた。
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出典：Institute for Health Metrics and Evaluation『Financing Global Health 2017』を基に本誌作成

特集

インフラ偏重からの脱却を

国際保健に
舵を切れ
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「人的資本」に投資打ち出せるか

　「JICAは途上国の“ヒューマ
ンキャピタル”への投資を増やし
たい」―国際協力機構（JICA）
の北岡伸一理事長は本誌１月号の
インタビューで、今後のODAを
展望してこう話した。「ヒューマ
ンキャピタル」とは「人的資本」
への投資、つまり保健・教育を軸
とする社会開発を意味する。
　周知の通り、日本のODAはこ
こ５年で官邸主導の「質の高いイ
ンフラ輸出」に重心が傾いている。
軌道系インフラプロジェクトを中

心に巨額の円借款事業に資金が投
じられ、総事業費１兆円を超える
プロジェクトも急ピッチで準備が
進む。ODA史上類を見ないイン
フラ黄金期の様相を呈している。
　他方、日本のODAが長年積み
重ねた技術協力の存在感は鳴りを
潜めている。この2017年下半期
から、いわゆるJICAの資金問題
の影響を受けて技術協力の新規案
件が抑制されたことで、社会開発
を専門とする開発コンサルタント
や専門家は大打撃を受けた。
　それだけに、今回の理事長の発
言の意義は大きい。インフラ偏重

から社会開発にリバランスを図り、
JICAが得意とする多分野にわた
るきめ細やかな開発協力の復活に
期待がかかっている。

新たな課題に直面する国際保健

　北岡理事長の発言の要点をまと
めると、以下の３点にある。①世
界の援助機関は保健・教育分野な
どの人的資本への投資を重視して
きている。②だが、日本の貢献は
「驚くほど」小さい。③これらの
援助はコストパフォーマンスに優
れており、少し予算が増えるだけ
でも大きな効果が期待できる、と

いうものだ。
　この「人的資本への投資」は、
世界銀行が2018年10月に発表し
た『Human Capital Index』で
強調された概念であり、途上国の
国民の教育や保健に資金を投じれ
ば、労働者の生産性を高め、経済
成長をもたらすとしている。これ
は世銀が1993年に提唱した「健
康への投資」という考え方を踏襲
したものと見られる。
　保健分野に限れば、世界の開発
援助はこの30年近くの間に大き
な成果を上げてきた。1990年以
降、５歳未満の死亡者数は約６割
減、HIV／エイズの死亡率も半減
したほか、小児まひも撲滅まであ
と一歩まで来ている。
　背景には保健分野の援助総額が
1990年から2013年にかけて５倍
超に増加したことがある。「世界
エイズ・結核・マラリア対策基
金」（Global Fund）や「ワクチ
ンと予防接種のための世界同盟」
（GAVI）などの多国籍機関、ビ
ル＆メリンダ・ゲイツ財団などの
民間団体の功績も大きい。
　その一方で、新たな課題も出て
きた。高齢化や生活習慣病など途
上国の健康課題が多様化している
ほか、貧困層をはじめとする社会
的弱者の医療アクセスも低迷し、
途上国内の健康格差が拡大してい
る。さらにこれまで頼みの綱であ
った先進国からの援助額は13年
以降後退しており、途上国政府自
身の支出も極めて少ない。
　こうした中で、すべての人が適
切な健康増進、予防、治療、機能

回復に関するサービスを支払い可
能な費用で受けられる「ユニバー
サル・ヘルス・カバレッジ」
（UHC）が提唱され、途上国の
保健財政の強化が叫ばれるように
なる。世銀が「人的資本への投
資」を訴えたのもこうした背景が
あると見られる。

心もとない日本の支援規模

　日本はこれまで国際保健の議論
をリードしてきたという自負があ
る。特に2016年のG7伊勢志摩サ
ミットや第６回アフリカ開発会議
（TICADⅥ）ではUHCを国際保健
の重要な柱として位置づけてきた。
　だが、その支援規模は心もとな
い。ゲイツ財団などが2007年に
設立したシンクタンク「Institute 
f o r Hea l t h Me t r i c s a nd 
E v a l u a t i o n 」が発表する
『Financing Global Health』に
よると、2017年の日本の国際保
健への対外援助額はおよそ14億
ドル。金額を見ると米国（124億
ドル）や英国（33億ドル）、ド
イツ（20億ドル）などを下回っ
ている。GDPに占める割合も
0.02%に留まり、1990年以降、
各先進国が対GDP比を大きく伸
ばす中で日本は停滞している感が
ある。
　JICA関係者からは「UHCを強
く打ち出す外交政策とODAによ
る支援実態がかい離してしまって
いる」、「日本の貢献は支援規模
だけでは測れないが、それでも規
模拡大は重要だ」との声が上がっ
ている。

円借款など活用で充実化を

　前出の通り、国際社会では現在
UHCを掲げる中で「保健システ
ムの強化」が強調され、従来の感
染症対策などの個別の健康課題で
はなく、途上国政府の保健分野の
行財政に対してテコ入れを図ると
いうものだ。
　そのため、日本は1961年に国
民皆保険を実現した国として、さ
らには技術協力で地方の「保健シ
ステムの強化」を推進してきたド
ナーとして貢献できる可能性があ
る。またアジアの中でいち早く高
齢化を迎えた国としての経験を生
かすチャンスもある。
　他方、日本の財政状況を踏まえ
るとODAの技術協力部門の予算
が大幅に増加することは見込めそ
うもない。そう考えると、現在
JICAが数件のみ実施している保
健セクターの円借款プロジェクト
にはポテンシャルが大きい。これ
まで経済インフラが中心だった
「円借款」が社会開発に開かれる
機運にもなる。
　今回の特集では、その他、母子
手帳の普及や保健システムの強化
など日本の保健協力に尽力してき
た有識者、国際保健分野の多国間
支援の要を担う各機関の関係者か
ら話を聞き、日本の国際保健の貢
献について多方面から検証を加え
ている。G20大阪サミットと
TICAD 7が開催される2019年の
今年、UHCをけん引する国とし
て質・量ともに充実した取り組み
が今まさに求められている。

国際保健で質・量ともに支援拡大を
JICAはインフラ偏重からリバランス必要

総　論1 国際保健に舵を切れ～インフラ偏重からの脱却を
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